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　新潟県内での積雪期に発生した被害地震，厳しい気象状況，高齢化の進展等から，日頃から地域の事
情をを考慮した積雪寒冷期地震防災対策が不可欠となる。1998年2月の新潟県中部地震，2001年1月
の塩沢町を震源とする地震等，積雪寒冷期に被害を伴った地震が発生している。
　こうした状況を踏まえ，筆者らは1998年夏に新潟県内の112の市町村に積雪寒冷期地震対策につい
てアンケートを行い，また，各自治体が策定するr地域防災計画』に記載されている積雪期地震対策の
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骨子を取り上じ王考察を加えた。さらに，2000年以降の県内の自治体の取り組み状況を概観し，今後　1
の防災対策に関する提言を示すことにした。
　積雪寒冷期に地震が発生した場合，無積雪期と同様に津波，地すべり，建物被害，火災被害等が生じ
るが，これに加え，雪崩，屋根雪の落下，避難所での暖房の不具合，被災者の健康状態が懸念され，二
次被害が大きくなる危険性が極めて高い。そこで，雪と寒さを考慮した地震防災対策が必要となる。
　これに関連し，従来の『域防災計画』に記載されている項目，新潟県を初めとする自治体が検討して
いる積雪寒冷期地震対策の骨子と将来的な課題点を以下に示す。
　　◆従来の雪対策の考え方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　◎雪崩対策（集落保全も含まれる）
ζ　◎屋根雪の市民総出による処理（上越市では屋根上積雪深が1．4mを越えた時点で一斉に実施している
　　　屋根雪処理等）
　　◎克雪住宅の普及（財政的な援助の検討等）
　　◎避難口や家の周囲の除雪
　　◎消防用水利の確保（凍結に留意）
　　◆積雪寒冷期を考慮に入れた地震防災対策の骨子（現在，検討中のものも含む）
　　◎防寒具・防寒用品の備蓄
　　◎避難所の暖房の定期点検
　　◎積雪期の避難訓練
　　◎積雪期地震が発生した場合の被害想定，ならびに戦略的な復旧計画
　　◎スキー・レジャー客対策（避難・誘導）
　　◆今後の積雪寒冷期地震防災対策の課題
　　◎津南町で毎冬実施している高齢者の越冬入院等に代表される措置
　　◎民生委員等による高齢者世帯への定期的な見回り
　　◎屋根雪処理や雪踏み等でのボランティアの活用，及びボランティア利用世帯への財政的な援助の充実
　ここで示した事項は通常の地震防災対策では触れられておらず，新潟県内の自治体が策定する『地域
防災計画』の中でも記載されていないケースが散見される。これとは別に，指定避難所が屋外，という
例があるが，県内の冬の気象は厳しく，屋内の避難施設の整備が火急の課題である。
　r新潟県地域防災計画（震災対策編）』（平成9年度修正）で積雪期地震防災対策が詳述されているが，
市町村が策定する内容は地域に根ざしている点で重要視した。新潟県．112の市町村に対して，「具体的
に策定している積雪期地震対策」について質問した。調査は1998年夏に実施し，回収率は81％，市町
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市町村名 アンケートで具体的に記述された対策の骨子
西川町 災害時のヘリの活用を検討
津南町 克雪住宅導入のための公的助成の検討
湯之谷村 ヘリ活用，克雪住宅の公的助成，道路整備，医療体制の充実，地域ボランティア育成を
五泉市 防寒具等の備品の整備に着手
中条町 防寒具等の備品の整備に着手
川西町 避難施設の暖房設備の定期点検，雪がある時の避難訓練も検討
新井市 積雪期の避難訓練を検討，積雪期地震の被害想定に着手
長岡市 市職員を対象に積雪期に避難訓練を実施
十日町市 集落保全，地すべり防止対策にも力点を置く
安塚町 避難口，消火栓周囲の除雪，食料や水の備蓄，住民及び町職員の防災教育
妙高高原 レジャー客の避難・誘導
糸魚川市 レジャー客の避難・誘導
上越市 雪氷災害や積雪期地震に備え，2月上旬に市民総出による屋根の雪下ろしを実施
小出町
レジヤー客の避難・誘導《スキー場施設管理者，町の対策別に記述．地域防災計画（震災対策編平成lo年
x案）では「スキー客等の安全対策実施要領」として細かいマニュアルを掲げている》
日　　安塚町，十日町市では住民との連携策を以前から重視しており，担当者によれば，「安塚地震での被
　　害を教訓にし，その後の56豪雪，59豪雪を踏まえ，豪雪年に地震が起こることが心配」「新潟県南西
　　部地震が起こり，被害が大きく，各層で協力関係を模索し始めた」，と述べている。なお，56，59豪雪
　　を扱った報告書は今でも関係方面で活用されているが1～3），積雪期地震を扱った報告書類は皆無に等し
　　い状況である。
　表一1に示したアンケート結果とは別に，県内の自治体が策定している『地域防災計画』を検証した。
◆十日町市
　十日町市は有数の豪雪地帯で，降雪日数は平均して83日，積雪深は2mを超える。具体的には「十
日町市雪処理に関する条例」（1981年9月22日制定）に示され，
①除雪対策の実施（住民自身の自主的な除雪を励奨）
②道路交通の確保（通勤等の自家角車利用自粛を盛り込む）
③水上がり防止（河川等に雪を捨てない）
④建築物の設置（道路除雪の障害にならずに，屋根雪処理でも第三者に迷惑を及ぼさない）
⑤資源の有効利用（雪処理で，地下水利用の自粛）
⑥勧告（市長は道路等に放置された雪に対して，除雪を勧告）
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が定められ，総合的な雪対策の推進を掲げている。
◆安塚町，川西町
　積雪期地震の発声を教訓に，雪対策の充実を謳っている十日町市に加え，安塚町，川西町でも除排雪
の推進，屋根雪の早期処理の重要性を挙げている。
　特に川西町では総合的な積雪期地震防災対策の推進には住民の協力が不可欠である，との姿勢を鮮明
に打ち出しており，r川西町地域防災計画』（平成9年度修正）の中に盛り込まれている「積雪期の心構
え」で如実に示されている。
①避難口の除雪を心がけること
②屋根の雪下ろしを行って，屋根上の雪荷重を軽減しておくこと
③暖房器具は，耐震装置のあるものを使用すること
④食料や水の備蓄を心がけること
⑤町内で協力して消火栓等の除雪を行うこと
⑥雪崩発生箇所に注意すること
いずれも，被害を最小限に抑えるためには必要なことで，コストがかからず，注意すれば誰でも行なえ
る事項である。
　　◆大和町　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　’
　　　大和町では家屋の倒壊防止のための屋根雪の早期除雪，避難路確保の非常口の除雪を徹底させる点を
（
　　記す。また，1975年10月29日には「大和町災害救助条例」が制定され，
①避難所の設置
②炊き出しや飲料水の供給
③衣料や寝具等の供与
④被災者の救出
⑤応急仮設住宅の設置
⑥破損住宅の修理
⑦障害物の撤去（屋根雪処理，避難口等の確保）
が記載されている。
◆柏崎市
　柏崎市では市職員のための応急対策マニュアルを1998年5月に発行した。“災害が発生したときのた
めに何をする”の項目を設け，
①発電機等を定期的に試運転
②無線機の操作に習熟
③避難所まで歩き，確認する
④地域防災計画の熟読
を挙げている。
こうした様々な項目が取り上げられる背景には，無積雪期と比較して被害が拡大され，復旧が遅延す
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治可f彪性が極めて大きい点カミ挙げられる．さらに山間部の鱈地帯｝ま概して高齢化率が高く・4・％を超
1える自治体も存在することが，災害弱者対策の観点から懸案事項となっている。
㌻　ここで，積雪期地震防災対策を総合的な観点から記載されている長岡市・ならびに上越市の地域防災
　計画を取り上げる。
ぐ◆長岡市の対策
《；長岡市では『震災対策計画』（平成7年度修正，1996年3月発行）では積雪期地震対策の項目を，「災
6害予防計画」の中で扱っている。
1ξ「鱈期の地震は，他の季節に発生する地震に比べ，より大きな被害を地域に及ぼすことが予想され
1；，る」にのため，市民及び防災関係機関は除排雪体制の強化，克雪施設の整備等総合的な雪対策を難
iiすることにより鱈期の膿被害の軽減に努めるものとする」
｝ill
ξ　ここで記載されている事項は長岡地震の経験に裏打ちされている。また，積雪が地震被害に与える影
il響が記述され，被害の拡大につながる点が以下の項目に沿って示されている。
i－　（1）被害拡大要因
ζア　家屋被害の拡大　イ　雪崩の発生　ウ　人的被害の多発
iア　情報収集・伝達活動　イ　輸送活動　ウ　消防活動　工　救出活動
　ア　被災者，避難者の生活確保　イ　除雪
｝　この状況を踏まえ，具体的な対策が必要となるが，これについては6項目の施策を重点課題として掲
；　げている。
ξ　ψ・　苫；
　　　！
　　　：1
～
①除排雪体制・施設整備等の推進
②要援護世帯に対する助成等
③除排雪施設等の整備
④積雪寒冷地域に適した道路整備
⑤雪崩危険箇所の把握雪崩防止施設の整備
⑥消防水利の整備
この中で①についてはさらに細かく，
「道路の除排雪体制の強化」
「克雪住宅の普及等」 へ
が記載されている。
　また，避難所の整備，スキー客対策を盛り込み，総合的な雪対策を推進している。さらに，この意識
を維持させるため，市職員対象に積雪期の避難訓練を実施する等，危機管理を充実させている。
　避難訓練や危機管理については前述したように，柏崎市でも市職員に配布した防災行動マニュアルの
中で，“避難所まで歩く”ことを励奨し，避難路の問題点を洗い出し，改善に結び付けることを目的に
している。ただ，柏崎市では積雪が少ないことから，雪と地震については殆ど触れられていない。
　ここで上越市を取り上げる前に，スキー客対策について考察する。積雪地帯の地域防災計画では集落
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保全等・雪と地震に強いまちづくりや・住民対策に頁が割かれており，スキー関連の事項はあまり言及
されていない。しかしながら，避難計画においてはスキーヤーも考慮する必要がある。このことは，毎
年1000万人を超える人が新潟県のスキー場に足を運ぶ状況からも重要課題である。
　そこで，対策が細かく記載され，内容が比較的充実している小出町のケースを取り上げる。
◆小出町
　小出町では1998年3月に地域防災計画の修正版を発行し，スキー関連について詳しく触れている。
こg中で注目されるのは，町と，スキー場管理者に向けた対策を大別し，各々記載している点である。
1）スキー場施設管理者対策
　　○リフト利用者・ゲレンデ・駐車場・宿泊施設利用者別の緊急情報の伝達，誘導方法
　　○スキー客の一時避難対策
　　○各スキー場でマニュアルの整備
2）町の対策
　　○スキー客を考慮した避難所の設置，運営対策
　　○スキー場から避難所までの誘導
　○被災スキー客の救助対策
　地域防災計画では直接，取り上げていないが，特に県外のスキーヤーは地理に不案内な場合が多く，
地震が発生すれば不安度が増加することは容易に予見出来る。これ等の人達を交えた防災訓練の実施が
課題であり，理解を得る努力が求められている。
◆上越市の対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝
　上越地域でも，冬期に震度4クラスの地震が発生しており，さらに近年においても，直江津を除く地
域，殊に高田地域は雪が非常に多い。
　これを受け，上越市では2月上旬に，市民総出による屋根の雪下ろしを一斉に行い，災害に備える姿
勢を持ち合わせている。地震がなくても，屋根の雪下ろしや，屋根雪の落下によって人的被害が生じて
おり，県内全体で毎年，10数人の方が亡くなっている。
　地震が発生すれば被害は大きくなる，との認識は，r上越市地域防災計画一震災対策編一』（1998年
3月発行）の中で示されている。これを受け，市職員全員に『災害時の職員行動マニュアルー初動期の
行動の手引き一』を1998年10月に配布している。全職員に危機意識を持たせ，災害が発生した場合に，
被害拡大を抑える目的がある。『手引き』の中では職場に参集するに際して，負傷者を救助することを
最優先とし，被害状況を報告することを旨としている。
　『上越市地域防災計画一震災対策編一』では積雪期の地震災害の項目を掲げ，次のように記載している、
　「本市は，県内でも有数の豪雪地帯であり，積雪期においては，降積雪の状況が地震災害に大きな影
響を及ぼすと考えられる。積雪による影響は以下のように，平時に比較して，より大きくより長期に地
震被害を地域社会に与えることになる。積雪期の地震という最悪の事態を想定し地震対策を講じる必要
がある」
　さらに，積雪期に地震が発生した場合の考えられる被害形態や，複合災害で事態が深刻化しかねない
点が，以下に引用する3項目の中で詳述されている。
（1）被害拡大要因
屋根上の積雪荷重により・倒壊家屋が多く発生するとともに，暖房器具の使用により，火災発生件数
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被害も増大するおそれがある。
わ
1㍍（2）応急対策阻害要因
・㌧積雪により，情報活動，緊急輸送活動，消防活動，救出活動が困難となることが予想され・除雪しな
ヨいと地下埋設管を掘り出せないなど，ライフライン等重要施設の応急復旧活動｝こも支障をきたす・
ヨ
・ぼ（3）応急対策需要増加要因
’《　被災者，避難者の収容施設に対する暖房や防寒用品を早急に確保する必要が生じ・また・応急仮設住
：、i宅は積雪のため早期着工が困難になるなど，避難生活が長期化することが予想される。さらに・地震後
ぷも降雪が続いた場合，すべての応急対策は除雪作業から始まることになり・多大な労力が必要となる。
2ゼ
：！‘糎を考慮すれば集落の孤立を防止しなくてはならず，その意味で除排雪の推進が必要不可欠であ
ξ
ξ
㌔十日町市では雪処理費用の一部補助を打ち出している
・・川西町では雪下ろしのボランティア団体（夢雪隊：陣容は約80人）が活動している
・松代町でも雪下ろしのボランティア（早大生）が活動し，全国的に注目されている
・大和町では災害弱者の救出を前面に出した条例を設けている
等の諸策である。
：il！
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溺地震が発生する危険性を指摘し，既往災害で高田地震，長岡地震に言及している。防災計画の基本姿勢
、i昂は各自治体で策定されているものと同様に，各部局からの協力，連携プレーの強化，迅速な初動体制を
　i優先事項として位置付けている。なお，1997年以降に何回か出された『地域防災計画（震災対策編）』
　でも，内容的には大差がなく，積雪寒冷期地震防災対策が記載されている。
計画の総則では「積雪期における地震」として，
①積雪期における影響
②積雪期の気象状況
③過去の積雪期の地震災害
④積雪の地震被害に対する影響
を取り上げている。さらに④の項目は以下に示す事項がまとめられている。
（1）被害拡大要因
（2）応急対策阻害要因
（3）応急対策需要増加要因
（4）積雪期の地震対策
ア．家屋被害の増大　イ．火災発生　ウ．雪崩の発生
工．人的被害の多発
ア．情報活動　イ．緊急輸送　ウ．消防　工．救出
オ．重要施設応急復旧活動
ア．被災者・避難者の生活確保　イ．除雪　．
これを受けて，「積雪期の地震災害予防計画」を策定している。
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①計画の方針
②計画の体系　　　へ
③除排雪体制・施設整備等の推進
④緊急活動体制の整備
⑤スキー客対策
⑥総合的な雪対策の推進
　県が示した対策が発災時に機能するには，部局の壁を超えた協力，縦割り行政の是正が期待される。
特に消防防災課を中心に，土木部門，福祉部門，衛生部門との連携が必要で，殊に災害弱者対策の観点
から，介護保険の認定で得られた情報を基に，要介護者の救出を迅速に行うことが優先事項となる。
6．⑳
　1998年2月の新潟県中部地震，2001年1月の高柳町，塩沢町を震源とする地震が発生していること
を受け，県内の自治体では独自の取り組みが目立つようになってきた。そこで，この1，2年の積雪寒
冷期地震防災対策の動向をまとめる。多くの自治体，特に山間部では高齢化率が高いことから，高齢者
の安全対策に係る事項が施策に盛り込まれるようになってきた。
◆津南町
　津南町は県内でも有数の特別豪雪地帯で，役場がある町の中心部でも2mを超える積雪に見舞われ，
山間部は3m以上になる。かたくりの里がある秋山郷付近は観光地として知られるが，同時に集落内に
は高齢者世帯が点在し，冬期には救急車が入って行けない状況である。役場の担当者によれば，冬の間
だけ町の中心部にある福祉アパー＾ト，若しくは老健施設に入所するシステムが1980年代後半より採用
されている。
　1970年代初頭にも同様な対策が採られたが，当時は高齢者の介護システムが手薄で，評判は芳しく
なかった。この状況を踏宍え，行政と住民の話し合いが持たれるようになり，現在では女性の農業者の
グループや青年団が高齢者の状況を把握するように努め，保健婦（士）との連携を深めている。
　近年では住民にヘルパー3級受験を奨励し，寝たきりゼロ運動を推進する等，ボランティア育成を柱
に据えている。また，毎冬，3ないし5回をメドに屋根の雪下しに係る助成制度を設けている。
◆新井市
齢化率が23．3％であるが，山間部では40％を超える地区も点在する。この制度では雪踏みが困難な高
齢者世帯，身体障害者がいる世帯，母子世帯が対象で，家の周囲と道路から家の入り口までの範囲にわ
たり，雪踏みをする。これに関連し，山北町のいくつかの集落では従来から当番制の雪踏みが行われて
いる。新井市では人の移動が激しく，また，時間的な余裕のなさからこうした施策が取り入れられた。
◆十日町市
　2001年1月に発生した2回の地震を受け，警察や消防，土木部門と協議を重ね，積雪期の防災訓練
を2002年3月17日に初めて実施した。一般住民参加の冬の防災訓練の例は皆無に近かったことから，
新潟日報でも大きく報道された。200人の住民が参加したことは今後の防災対策を考える契機となるが，
行政と住民双方の継続的な話し合いと問題点の整理が必要となる。訓練が実施されたのは市役所に近い，
中心部であり，今後は下条地区といった高齢化率が3割前後の集落での訓練が期待される。
　冬の防災訓練に関連し，長岡市では市職員対象の訓練を，北海道北見市では非常召集訓練，柏崎市で
は季節は限定していないが，市職員に自宅から指定避難所まで歩いてもらい，問題点を指摘させている。
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　・報を役場や福祉施設，医療関係，消防団員等の間で共有化することが課題であることが分かった。
：lll
　今までの記述から，高齢化の進展，若年層の流出による地震発生時のマンパワー確保が課題であり・
そのための地域活性化を模索していることが分かる。但し，高齢化の状況を正確に把握し・新潟県が全
厨的に見た場合，どこに痘置しているかを認識する必要がある。ここで，高齢化の状況を表一2に示す。
表一2：わが国の年齢3区分別人ロと構成（単位：千人）（国勢調査に基づき作成）
年次 全人口 年少人口 生産年齢人ロ 高齢者人口 老年人口割合 老年人口指数 老年化指数
1920 55，96320，41632，6052，941 5．3 9．0 14．41925 59，73721，92434，7923，021 5．1 8．7 13．81930 64，45023，57937，8073，064 4．8 8．1 13．01935 69，25425，54540，4843，225 4．7 8．0 12．61940 73，07526，36943，2523，454 4．7 8．0 13．11950 84，11529，78650，1684，155 4．9 8．3 13．9
1955 90，07730，12355，1674，786　一＿　5．3 8．7 15．91960 94，30228，43460，4695，398 5．7 8．9 19．01965 99，20925，52967，4446，236 6．3 9．2 24．41970 104，66525，15372，1197，393 7．1 10．3 29．4
1975 111，94027，22175，8078，865 7．9 11．7 32．6
1980 117，06027，50778，83510，647 9．1 13．5 38．7
1985 121，04926，03382，50612，468 10．3 15．1 47．9
1990 123，61122，48685，90414，895 12．0 17．3 66．2
1995 125，57020，01487，16518，261 14．5 20．9 91．22000 126，92618，50586，38022，041 17．4 25．5 119．1
2001 127，29118，28386，13922，869 18．0 26．5 125．1
生産年齢人口：15～64歳の人口総数
高齢者人口：65歳以上の人口総数
老年人口割合：老年人口割合＝（老年人口／全人口）×100
老年人口指数：老年人口指数＝（老年人口／生産年齢人口）×100
老年化指数：老年化指数＝（老年人口／年少人口）×100
　年齢区分別人口構成の年次推移からも明らかなように，高齢化が進展している。上記の表は全国平均
であるが，新潟県全体の数値は高く，高齢化率は2001年10月1日現在，21％を超えている。ここで，
県内でも大きな問題となっている独り暮らし高齢者に関連し，全国の趨勢を表？3に示す。
　　　　　　　　　　　　　　、
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表一3：独り暮らし高齢者の年次推移（単位：千人，％）（出典：厚生行政基礎調査，国民生活基礎調査）
］
年次　　　　　　　べ うち独り暮らし高齢者数 65歳以上の人口に占める割合
1980
10，729 910 8．51985
12，111 1，131 9．31990 14，453 1，613 11．21995
17，449　　　　　つ 2，199 12．61997 19，587 2，478 12．7
・　1998 20，620 2，724 13．2
※1995年は兵庫県は未調査
　高齢化の進展に伴い，全国的には独り暮らし高齢者の数・割合が増加している。新潟県でも都市部で
はこの傾向が見られるが，山間部では高齢化率が現在，4割を超えている地域でも独り暮らし高齢者の
割合は，全国平均や新潟県内の都市域と比較するとかなり下回っている。それだけ，独り暮らしが困難
なことを意味し，特に冬場では年齢を問わず，生活すること自体，厳しい環境下に置かれている。
　県内の各自治体に問い合わせたところ，民生委員，消防団員として地域住民の協力が得られやすい反
面，奥阿賀や東頚城地域の中には，民生委員の年齢構成で高齢者の割合が目立ち，過半数が65，若しく
は70歳以上というケースもあり，正に「老々介護」の実態が浮き彫りとなっている。
　本章では積雪寒冷期を考慮した地震防災対策の現状について分析した。アンケート結果や各自治体が
．策定する『地域防災計画』から，克雪住宅の普及，スキー客対策，雪崩対策等の重要性が認識されてい
るものの，積雪期の避難訓練を検討している例は少なく，今後に課題を残したことが明らかとなった。
　一方，県が策定する積雪期地震防災対策の項目では直接，災害弱者対策は記載されていないが，「応
急対策需要増加要因」の中で被災者・避難者の生活確保，として扱われている。
　本章では詳述しなかったが，屋根雪処理では80歳を超える人が自ら雪下ろしを行い，自然落下式住
宅の割合いは県全体で2割にも満たないこどが明白となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（木村智博，青山清道，北村直樹，深澤大輔，福田誠）
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